
令和６年１１月７日  

ふるさと納税に関する政策提案書 

 加東市議会総務文教常任委員会  

１ 検討テーマ 

  ふるさと納税の活用について目的と方向性を明確にし、さらなる活用を図る 

２ 提案理由 

  ふるさと納税制度が２００８年に開始されてから１５年以上が経過し、効果的な

取組により寄附額を大きく伸ばす自治体がある一方、過度な返礼品競争への批判も

ある。 

また、ワンストップ特例制度の導入や返礼品に関する規制など国の制度改正に伴

い、自治体の運用に変更が生じることから、制度改正への対応とふるさと納税の活

用を持続的なものにするための研究が求められる。 

加東市のふるさと納税について取組の見直しを行うことで効果的な事業推進を

期待するとともに、企業版ふるさと納税を活用した更なる事業強化に着手するタイ

ミングであると捉えるため。 

３ 検討すべき課題 

(1) 市役所全体で事業目的を共有すること 

(2) 外部委託の費用対効果の検証が必要であることや、マーケティング戦略の採用

について検討が必要であること 

(3) まちの魅力や知名度に十分つながっていないと思われること 

(4) 市のふるさと納税受入額が近年減少傾向であること 

（令和 3 年度:約 10.7 億円、令和 4 年度:約 8.6 億円、令和 5 年度:約 5.2 億円） 

(5) ふるさと納税を担当する専門部署がないこと 

４ 提案する政策 

  加東市のふるさと納税の推進にあたり、次の５点について具体的提案を行う。 

(1) ガバメントクラウドファンディングを実施すること 

現在、加東市ではガバメントクラウドファンディングには着手していない。 

ガバメントクラウドファンディングに取り組むことは、財源の確保のみならず

次のような利点がある。 
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①加東市のまちづくりの課題を明確にし、寄附者の協力を得ながら解決する方

向性を示すとともに、市のＰＲが行えること 

②ふるさと納税とともに地域資源を有効活用して加東市の持続可能な発展につ 

なげられること 

また、現在はガバメントクラウドファンディングに取り組んでいる自治体も少

ないことから、注目を集めるという意味で財源の確保にも有益であると考える。 

富士吉田市など先進事例を基に、費用対効果及び実現性を考慮しつつ、前向き

に取り組まれたい。まちのファンを増やすという視点は、ふるさと納税だけでな

く、あらゆる分野の施策においても成果が生まれるものと期待している。 

(2) マーケティング戦略を採用すること 

返礼品等に対する規制強化の影響で、返礼品の単純な価値の格差は縮小してい

る。加東市のふるさと納税の返礼品でも、他自治体で同様の品が提供されている

こともある（例：ヨギボー、日本酒等）。その中で、いかに加東市を選んでいただ

けるか、短期的にはＳＥＯ対策等により表示の工夫をするとともに、加東市や返

礼品のブランド力向上等、マーケティング戦略を採用することが重要である。 

都城市では民間の推進協議会が、富士吉田市では市役所が中心となって、返礼

品の開拓や外部への訴求方法の検討（マーケティング）を地域の課題として捉え、

検討・推進されていた。委託業者の効果的な活用について再検討し、加東市の主

体的な取組をさらに推進されたい。 

(3) 専門部署の設置と人員配置の拡充を検討すること 

現在加東市では、市の業務の負担を軽減しつつ一定の納税額が見込めるという

観点から成果報酬連動型で民間事業者にふるさと納税に関する業務を委託してい

る。 

 視察した都城市、富士吉田市ともに、長くふるさと納税に関わっているスペシ

ャリスト職員がおり、返礼品取扱事業者との連携及びネット検索への対応並びに

ポータルサイトでの見せ方の研究等にリーダーシップを発揮している。ふるさと

納税に関しては、配置した職員の人件費を上回る成果を上げることも可能である

ことから、加東市での今後の推進体制を検討されたい。 

(4) 新たな地域資源の創出につながる施策を研究すること 

   ふるさと納税に関してはまず寄附額に着目することになるが、返礼品の開拓な

どを通じて新たな地域資源を創出していくといった視点も求められる。 

既に強みを持っている分野だけでなく、返礼品取扱事業者が「商品を、実質的
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に市場価格より安く返礼品として提供できる」という環境を生かし、起業支援な

どと連携して新たな地域資源の創出につなげていく推進体制について研究された

い。（神戸市：ふるさと納税返礼品・新商品企画開発支援事業 別添資料１参照） 

(5) 企業版ふるさと納税の寄附実績を上げる取組を推進すること 

現在の企業版ふるさと納税の今後のマーケットはとても大きいと捉える。（内

閣府地方創生推進事務局資料：地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の令和

５年度寄附実績について 別添資料２参照） 

加東市においても「かとう夢授業プラス」等の取組で実践されていることでは

あるが、企業の協力を得て新たな施策展開を行うことも可能である。都城市では

スロージャーナリズムサイト「Think 都城」の運営費用に充て、地域の情報発信

につなげている。 

企業版ふるさと納税への効果的な事業拡大を検討されたい。 

５ 調査及び検討の経過  

令和５年 ７月２４日 先進地行政視察（宮崎県都城市） 

調査事項「ふるさと納税について」 

令和５年１２月 ４日 所管事務調査「ふるさと納税の取組状況について」 

令和６年 ３月２２日 総務文教常任委員会研修会 

研修項目「ふるさと納税～選ばれる自治体～」 

                講師：兵庫大学教授 

令和６年 ８月１９日 先進地行政視察（山梨県富士吉田市） 

調査事項「ふるさと納税の取組及びガバメントクラウド 

ファンディングについて」 
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資料１
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資料２
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